
物価高騰から暮らしを守るための施策を求める意見書 

 

異常な物価高騰が市民と中小事業者を襲っています。内閣府が 3 月 8 日発表し

た 1 月の景気動向指数では、令和 5 年の消費者物価指数が令和 2 年を 100 とし

て 105.6、前年比 3.2％増という、物価高が続いています。厚生労働省が 3 月 7

日発表した 1 月の毎月勤労統計調査によると、名目賃金である現金給与総額に

物価変動を反映させた実質賃金は前年同月比 0.6％減少し、22 か月連続減少と

なりました。さらに、総務省が 3月 8日発表した 1月の家計調査では、1世帯当

たりの消費支出は、物価変動の影響を除いた実質で前年同月比 6.3％減少し、マ

イナスは 11 カ月連続となっています。実質賃金は前年比 2.5％減、2 年連続で

減少しています。 

よって、立川市議会は、異常な物価高騰から暮らしを守るための施策を求めるも

のです。 

 

以上、地方自治法第９９条に基づき意見書を提出する。 
令和６年３月 22 日 

立川市議会      
議長 頭山 太郎 

 

 


